



（昭和 20 年 9 月東大補講ノート)
昭和 20 年 9 月 3 日から三回の予定（昭和 19 年 10 月入学一年生に対する憲法補講)

































































































































































） フランスの作家アルフォンス・ドーデ（Alphonse Daudet, 1840-97）
） なお，この作品については，宮沢「ラインの守り」（昭和 14 年 11 月）同『東と西』（春秋

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Those self-willed militaristic advisers whose unintelligent calculations have





び勢力」（the authority and influence of those who have deceived and mislet

















































































































































































































































































































重」（The freedom of speech, of religion, and of thought as well as respect for














国国民の間に於ける民主主義的傾向の復活強化（the revival and stren-
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り，Denmark, Sweden, Norway の例に倣へといふのだ。（B. Russell, Which
Way to Peace?［1936]
13)
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including those who have visited cruelties upon our prisoners）に対しては










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Nicht, bestehen des Recht zu beweisen, kann also Aufgabe des krieges sein,
sondern nur, neues Recht zu schaffen. Das Recht auf den Sieg ist nicht
Voraussetung, sondern Wirkung des Krieges wird erst durch den Krieg









































































































































































































































Art. 231: Les Governements alliés et associés déclarent, et lʼAllemagne
reconnaît que lʼAllemagne et ses alliés sont responsables, pour les avois causés,
de toubes les pertes et de tous les dommages subis par les Gouvernements
alliés et associés et leurs nationaux en conséquence de la querre qui leur a été
imposée par lʼagresion de lʼAllemagne et de ses alliés.
（英文）
The Allied and Associated Governments affirm and Germany accepts the
responsibility of Germany and her Allies for causing all the loss and damage to
which the Allied and Associated Governments and their nationals have been
subjected as a consequence of the war imposed upon them by the aggression of
Germany and her Allies.
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・ ［Robert c.］Binkley and［A.C.］Mahr, A new Interpretation of the
Responsibility Clause in the Versailles Treaty（Current History［24
⑶ 398-401］, june 1926）
・ 同，Guilt Clause in the Versailles Treaty（Current History［30 ⑵
194-300］, mai 1929）
・ 同，Eine Studie zur Kriegsschuldfrage（Frankfurter Zeitung, 28 fev,
1926）
・ ［Camille］Bloch et［Pierre］Renouvin, Lʼarticle 231 du Traite de
Versailles ; Sa genèse et sa signification.［1932］
（Le Temps, 15 Nov.1931）













































































認できないが，昭和 21 年 3 月 6 日の憲法改正草案要綱の発表後間もなくのうちに物されたもの
といえよう。
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原 田 一 明







お わ り に
は じ め に
ここに翻刻・紹介する文書は，宮沢俊義文庫（立教大学図書館所蔵）に遺さ
れている宮沢手書きの講義草稿で，宮沢俊義が第 2次世界大戦終結直後の，降
伏文書の調印（1945 年 9 月 2 日）の翌日から 3 回にわたって行った憲法補講の
講義録である（全 13 章，『宮沢俊義文庫目録』（1988 年 2 月）C-61「ポツダム宣言
と憲法」のファイル 16〜22「戦争終結と憲法」）。
この講義の対象学生は，各高等学校の校長の内申書と高校在学中の実績によ






，45 年 1 月からは群馬県の中島飛行機等で勤労動員に
従事した
3)



































） 五十嵐清の 1944 年の宮沢の講義ノートについては，高見勝利『宮沢俊義の憲法学史的研究』
（有斐閣，2000 年）「第三部 憲法体制の転換と宮沢憲法学」139 頁以下で紹介されている。な
お，五十嵐清教授も，昭和 19 年 10 月東京帝国大学法学部政治学科入学であるが，「結局戦争終
わって半年というのは，あまり授業に出なかったと思います」（山田卓生ほか編『ある比較法学
者の歩いた道 五十嵐清先生に聞く』（信山社，2015 年）51 頁）とあり，本書には本憲法補講
の記述はない。なお，同書によれば，昭和 19 年 10 月入学生としては，政治学の飯坂良明
（1926-2003），民法の原島重義（1925-2013）がいた。
） 三島由紀夫の「年譜」によれば，昭和 19 年 12 月，勤労動員の通知を受け取るとして，「左
ノ学生ハ明年一月十日学徒勤労令ニ依リ出勤ニ決定シタルニ付左記ノ事項ヲ心得ベシ」として




年 9 月 2 日付野田宇太郎宛葉書の中で，「…一つお目にかけたい作品があるのですが，この廿日
から学期試験なので，試験後コピーをとってお届け，…」と本文中の小嶋の証言と一致し，2
回目以降の講義も，9月 20 日までに行われたものと推測される。



























































































































































） 高見勝利・前掲書 185 頁。





































































































































































































































































































































































12） 法学協会雑誌 51巻 7号 93 頁。












































































































































































18） 宮沢『憲法略説』（昭和 17年）74 頁。



























長尾龍一ほか編『新ケルゼン研究』（木鐸社，1981 年）245 頁以下）と高見勝利（前掲書 316 頁
以下）との間で，宮沢の「ドイツの国民革命とユダヤ人排斥立法」と「国民革命とドイツ憲法」




法」は国家学会雑誌 47 巻 9号・10号（1933 年）に連載された後に，宮沢『転回期の政治』（中
央公論社，1936（昭和 11）年）に加削を施した上で収録されている（330 頁以下）。収録後の論



















































































































































































































































































































りのままの思考過程が率直に綴られている。今年（2015 年）は，戦後 70 年の
節目の年である。本憲法補講草稿の翻刻によって，戦後憲法史と宮沢学説への
新たな関心が広がる一つの切っ掛けとなるならば，翻刻者にとってはまさに望
外の幸せである。
解題 敗戦直後の宮沢憲法補講と八月革命説（原田一明)
101（190）
